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薬生発0212第10号

平成28年２月12日

各 殿

厚生労働省医薬・生活衛生局長

（ 公 印 省 略 ）

薬局機能情報提供 制度実施要領 等の改正につ いて

医薬 品、 医療 機器 等の 品質 、有 効性 及び 安 全性 の確 保等 に関 する

法律（昭和 35 年法律第 145 号）第８条の２に 基づく薬局開 設者によ

る薬 局に 関す る情 報の 提供 等に つい ては 、「 薬局 機能 情報 提供 制度

実施要領」 (「薬局機能情 報提供制度実 施要領につ いて」平成 19 年

３月 26 日付け薬食発第 0326026 号厚生労働省医薬 食品局長通知 。以

下「要領」という 。 ) により行ってきたとこ ろです。

本日、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律

施行規則の一部を改正する省令（平成 28 年厚生労働省令第 19 号。）が公布され、

薬局 機能 情報 提供 制度 によ り「 健康 サポ ート 薬局 」の 公表 を行 うこ

とと なっ たこ とに 伴い 、別 添１ のと おり 要領 を改 正す ると とも に、

「薬局機能に関する情報の報告及び公表にあたっての留意点について」（平成

19 年３月 26 日付け薬食総発第 0326001 号厚生労働省医薬食品局総務課長通

知）について、別添２のとおり改正します。

つきましては、御了知の上、貴管下市町村、関係団体、関係機関等に周知徹

底を図るとともに、その実施に遺漏なきよう、お願いいたします。

都 道 府 県 知 事

保 健 所 設 置 市 長

特 別 区 長
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「薬局機能情報提供制度実施要領」

(「薬局機能情報提供制度実施要領について」平成 19 年３月 26 日付け薬

食発第 0326026 号厚生労働省医薬食品局長通知の別添)

新 旧

１ 目的

本要領は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第

１４５号。以下「法」という。）第８条の２の規定に

基づき、医療を受ける者が薬局の選択を適切に行う

ために必要な情報（以下「薬局機能情報」という。）

について、薬局開設者が都道府県知事に報告する事

項及び方法、都道府県による当該情報の公表方法等

に関する具体的な実施方法等を示すことにより、都

道府県が実施する薬局機能情報提供制度の統一的か

つ効率的な運営を図り、住民・患者等による薬局の

適切な選択を支援することを目的とする。

１ 目的

本要領は、良質な医療を提供する体制の確立を図

るための医療法等の一部を改正する法律（平成１８

年法律第８４号。以下「改正法」という。）による改

正後の薬事法（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」

という。）第８条の２の規定に基づき、医療を受ける

者が薬局の選択を適切に行うために必要な情報（以

下「薬局機能情報」という。）について、薬局開設者

が都道府県知事に報告する事項及び方法、都道府県

による当該情報の公表方法等に関する具体的な実施

方法等を示すことにより、都道府県が実施する薬局

機能情報提供制度の統一的かつ効率的な運営を図

り、住民・患者等による薬局の適切な選択を支援す

ることを目的とする。

２ 情報の取扱い

（略）

また、薬局開設者は、既に都道府県知事に対して報

告を行った薬局機能情報について誤りがあることに

気がついた場合、都道府県知事に対し速やかにその

訂正を申し出ることとし、当該都道府県知事は速や

かに所要の是正措置を行うものとする。

２ 情報の取扱い

（略）

また、薬局開設者は、既に都道府県知事に対して報

告を行った薬局機能情報について誤りがあることに

気がついた場合、都道府県知事に対し速やかにその

訂正を申し出ることとし、当該都道府県知事は速や

かに所要の是正措置を行うよう努めるものとする。

３ 運営体制

（１）本制度は、各都道府県の薬務担当部局におい

て運営することを基本とするが、必要に応じて

当該都道府県の他部局との連携を図ることとす

る。

（削除）

３ 運営体制

・ 本制度は、各都道府県の薬務担当部局において

運営することを基本とするが、必要に応じて当該

都道府県の他部局との連携を図ることとする。

・ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５

３条第２項に基づき、本制度の実施に関する事務

の一部（調査票の送付・回収、薬局から薬局機能

情報の報告がない場合又は虚偽の報告が行われた

場合における薬局への指導等）を保健所設置市・

特別区に委任することができる。ただし、委任し

た場合においても、本制度の運営については都道

府県の責任において行うものとする。

別添１
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（２）都道府県は、本制度について外部の法人等へ

制度の実施に関する事務の一部（調査票の送

付・回収等）を委託する場合は、住民・患者等

への情報提供が円滑に行われるよう、運営に関

して委託先と相互に緊密な連携・調整を図るこ

ととする。

・ 都道府県は、本制度について外部の法人等へ制度

の実施に関する事務の一部（調査票の送付・回収等）

を委託する場合は、住民・患者等への情報提供が円

滑に行われるよう、運営に関して委託先と相互に緊

密な連携・調整を図ることとする。

（３）都道府県は、住民・患者等からの薬局機能情

報に関する質問・相談及びそれに対する助言等

については、患者からの照会に適切に対応でき

るよう、質問・相談に関する窓口を設ける等、

必要な措置を講じるよう努めることとする。

・ 都道府県は、住民・患者等からの薬局機能情報に

関する質問・相談及びそれに対する助言等について

は、患者からの照会に適切に対応できるよう、質

問・相談に関する窓口を設ける等、必要な措置を講

じるよう努めることとする。

（４）都道府県において、住民・患者等からの薬局

機能情報についての質問・相談に応じ、助言等

を行う場合においては、医療法（昭和２３年法

律第２０５号）第３０条の４に規定する医療計

画に基づく事業ごとの医療連携体制についての

情報提供も行うよう努めることとする。

・ 都道府県において、住民・患者等からの薬局機能

情報についての質問・相談に応じ、助言等を行う場

合においては、改正法による改正後の医療法（昭和

２３年法律第２０５号）第３０条の４に規定する医

療計画に基づく事業ごとの医療連携体制について

の情報提供も行うよう努めることとする。

（５）本制度は、都道府県が、薬局開設者より報告

された薬局機能情報を公表することを義務付け

るものであるが、各都道府県において、救急・

災害医療情報を含む独自の情報提供体制により

既に実施している場合には、当該情報提供体制

と別に本制度の実施を目的とした情報提供体制

の整備を行うことを求めるものではない。

・ 本制度は、都道府県が、薬局開設者より報告され

た薬局機能情報を公表することを義務付けるもの

であるが、各都道府県において、救急・災害医療情

報を含む独自の情報提供体制により既に実施して

いる場合には、当該情報提供体制と別に本制度の実

施を目的とした情報提供体制の整備を行うことを

求めるものではない。

（６）また、医薬品、医療機器等の品質、有効性及

び安全性の確保等に関する法律施行規則（昭和

３６年厚生省令第１号。以下「規則」という。）

別表第１に掲げる事項以外の情報について、都

道府県が薬局開設者に対して報告を求め、公表

することとしても差し支えなく、各都道府県が

当該事項のほか、適切な情報の提供を独自に行

う場合は、積極的な運用を図られたい。

・ また、薬事法施行規則の一部を改正する省令（平

成１９年厚生労働省令第２８号）による改正後の薬

事法施行規則（昭和３６年厚生省令第１号。以下「規

則」という。）別表第１に掲げる事項以外の情報に

ついて、都道府県が薬局開設者に対して報告を求

め、公表することとしても差し支えなく、各都道府

県が当該事項のほか、適切な情報の提供を独自に行

う場合は、積極的な運用を図られたい。

４ 薬局機能情報の報告

（１）薬局機能情報の報告時期

① 都道府県は、薬局開設者に対し、１年に１回以

上、都道府県が定める期日における規則別表第１

に掲げる事項について報告を行わせるものとす

る。

４ 薬局機能情報の報告

（１）薬局機能情報の報告時期

・ 都道府県は、薬局開設者に対し、都道府県が定め

る期日における規則別表第１に掲げる事項につい

て報告を行わせるものとする。
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② 都道府県は、薬局開設者が報告を行った規則別

表第１に掲げる事項のうち、同表第１の項第１号

に掲げる基本情報（ⅰ薬局の名称、ⅱ薬局開設者、

ⅲ薬局の管理者、ⅳ薬局の所在地、ⅴ電話番号及

びファクシミリ番号、ⅵ営業日、ⅶ開店時間、ⅷ

開店時間以外で相談できる時間）及び同表第１の

項第３号に掲げる薬局サービス等のうち健康サポ

ート薬局である旨の表示の有無（以下「基本情報

等」という。）について変更（誤記等の修正を含む。

以下同じ。）があった場合には、薬局開設者に対し

て速やかに変更の報告を行わせるものとする。

・ 都道府県は、薬局開設者が報告を行った規則別表

第１に掲げる事項のうち、同表第１の項第１号に掲

げる基本情報（①薬局の名称、②薬局開設者、③薬

局の管理者、④薬局の所在地、⑤電話番号及びファ

クシミリ番号、⑥営業日、⑦営業時間）（以下「基

本情報」という。）について修正又は変更があった

場合には、薬局開設者に対して速やかに修正又は変

更の報告を行わせるものとする。また、当該報告を

受けた都道府県は、速やかに公表するものとする。

（２）薬局機能情報の報告方法

① 都道府県は、書面又は電子媒体による調査票の

送付及び回収等、自らの定める方法により、薬局

開設者に対して薬局機能情報を報告させることと

する。

なお、調査表の様式については、各都道府県が

定めるものとする。また、２回目以降の報告方法

については、前回報告のあった調査票の変更をも

って行うこととしても差し支えない。

（２）薬局機能情報の報告方法

・ 都道府県は、書面又は電子媒体による調査票の送

付及び回収等、自らの定める方法により、１年に１

回以上、定期的に薬局開設者に対して薬局機能情報

を報告させることとする。

・ なお、規則別表第１に掲げる事項を報告させる場

合、調査表の様式については、各都道府県が定める

ものとする。また、２回目以降の報告方法について

は、前回報告のあった調査票の修正・変更をもって

行うこととしても差し支えない。

② 薬局機能情報の変更の報告は次により行う。

ア 基本情報等については、薬局に係る重要な事

項であるため、薬局開設者に対して、当該基本

情報等に変更があった時点で、各都道府県の定

める方法により報告を行わせることとする。

なお、当該報告は、法第１０条の規定に基づ

く開設許可等の事項の変更の届出とは別に行

うものとする。

イ 規則別表第１に掲げる事項のうち、基本情報

等以外の事項については、規則第１１条の２に

規定する報告（以下「定期的な報告」という。）

に併せて報告を行わせることとする。また、当

該事項について、住民・患者等による薬局の選

択に資するため、適切な情報を提供する観点か

ら、都道府県知事は、薬局開設者に対して、薬

局機能情報に変更があった場合に、定期的な報

告に加えて随時報告させることとしても差し支

えない。

・ 薬局機能情報の修正又は変更の報告に関して、

ア 基本情報については、薬局に係る重要な事項で

あるため、薬局開設者に対して、当該基本情報に

修正又は変更があった時点で、各都道府県の定め

る方法により報告を行わせることとする。

なお、当該報告は、法第１０条の規定に基づ

く開設許可等の事項の変更の届出とは区別して

行うものとする。

イ 規則別表第１に掲げる事項のうち、基本情報以

外の事項については、規則第１１条の２に規定す

る報告（以下「定期的な報告」という。）に併せ

て行わせることとすれば足りる。また、当該事項

について、住民・患者等による薬局の選択に資す

るため、適切な情報を提供する観点から都道府県

知事は、薬局開設者に対して薬局機能情報に修正

又は変更があった場合に、定期的な報告に加えて

随時報告させることとしても差し支えない。
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ウ 都道府県において、薬局開設者が直接アクセ

スして薬局機能情報を変更できるシステムを有

する場合には、薬局機能情報の管理・運営の観

点から、都道府県は、①及び②ア、イの報告に

ついて、１月に１回以上を基本に確認するもの

とする。

ウ 都道府県において、薬局開設者が直接アクセ

スして薬局機能情報を修正又は変更できるシス

テムを有する場合には、薬局機能情報の管理・

運営の観点から、薬局開設者等が変更した事項

については、１月に１回以上を基本に、まとめ

て書面又は電子媒体により、都道府県知事に報

告させることとする。

③ 規則別表第１に掲げる事項以外の情報について

も、都道府県が独自の取組により報告を受け、公

表することとしても差し支えない。

・ なお、この要領で定める規則別表第１に掲げる事

項以外の情報についても、都道府県が独自の取組

により収集し、公表することとしても差し支えな

い。

（３）薬局機能情報の確認

① 都道府県知事は、薬局開設者から報告された薬

局機能情報の内容について、確認が必要と認める

場合には、法第８条の２第４項に基づき、保健所

設置市・特別区を含む市区町村その他の官公署に

対し、当該薬局の機能に関する必要な情報の提供

を求めることができる。

なお、保健所設置市・特別区は、所管する薬局

において薬局機能情報と異なる実態等を確認し

た場合は、速やかに都道府県に情報提供を行うよ

う努めることとする。

（３）薬局機能情報の確認

・ 都道府県は、薬局開設者から報告された薬局機

能情報の内容について、確認が必要と認める場合

には、市町村その他の官公署に対し、当該薬局の

機能に関する必要な情報の提供を求めることがで

きる。

・ また、都道府県は、薬局機能情報の正確性を確

保する観点から、１年に１回以上の定期的な報告

に際して、保健所設置市・特別区に対し、当該保

健所設置市・特別区に開設する薬局の機能情報に

ついて、照会を行うことができることとする。

② 都道府県知事は、薬局開設者が報告を行わない

場合又は虚偽の報告を行ったと認められる場合に

は、法第７２条の３に基づき、期間を定めて、薬

局開設者に対し、報告の要請又はその報告の内容

の是正を行うよう命ずること（以下「是正命令」

という。）ができる。

・ 都道府県は、薬局開設者が報告を行わない場合

又は虚偽の報告を行ったと認められる場合には、

法第７２条の３に基づき、期間を定めて、薬局開

設者に対し、報告の要請又はその報告の内容の是

正を行うよう命ずること（以下「是正命令」とい

う。）ができる。

③ 都道府県において、報告された薬局機能情報の

全部又は一部について、照会・確認等を行ったに

もかかわらず、適切な応答がなされず内容の確認

ができない期間や、是正命令を行ってから是正が

なされるまでの期間においては、報告された情報

のうち、真偽が未確認である情報について、公表

することを一時的に停止することは、本制度の目

的からみて差し支えないこととする。この場合に

おいて、未確認である当該情報については、照会

及び確認の過程である等の旨が住民・患者等に分

かるよう所要の措置を講ずることとする。

・ 都道府県は、報告された薬局機能情報の全部又

は一部について、照会・確認等を行ったにもかか

わらず、適切な応答がなされず内容の確認ができ

ない期間や、是正命令を行ってから是正がなされ

るまでの期間においては、報告された情報のうち、

真偽が未確認である情報について、公表すること

を一時的に停止することは、本制度の目的からみ

て差し支えないこととする。この場合において、

未確認である当該情報については、照会及び確認

の過程である等の旨が住民・患者等に分かるよう

所要の措置を講ずること。
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５ 薬局機能情報の公表

（１）薬局機能情報の公表時期

都道府県は、薬局開設者から４(１)①により報

告された薬局機能情報について、自らが定めた報

告の期日から速やかに公表しなければならない。

また、４(１)②により報告された薬局機能情報に

ついても、速やかに公表するものとする。

５ 薬局機能情報の公表

（１）薬局機能情報の公表時期

・ 都道府県は、薬局開設者から報告された薬局機

能情報について、自らが定めた報告の期日から速

やかに公表しなければならない。

（２）薬局機能情報の公表方法

① 都道府県は、インターネットを通じ、薬局開設

者から報告された薬局機能情報を公表するものと

する。インターネットを通じた情報の公表につい

ては、住民・患者等による薬局の選択に資するよ

う、必要な情報を抽出できる検索機能を有するシ

ステムにより行うものとする。なお、わかりやす

く情報提供を行う観点から、規則別表第１に示さ

れている各項目の順番を変えて表示することは差

し支えない。

（２）薬局機能情報の公表方法

・ 都道府県は、インターネットを通じ、薬局開設

者から報告された薬局機能情報を公表するものと

する。

・ インターネットを通じた情報の公表については、

住民・患者等による薬局の選択に資するよう、必

要な情報を抽出できる検索機能を有するシステム

により行うものとする。

② 都道府県は、インターネットを利用できない環

境にある住民・患者等に配慮し、インターネット

を通じた公表と併せて、都道府県担当部署等にお

いて、書面による閲覧又はＰＣ等のモニター画面

での表示等により、公表するものとする。また、

都道府県が、電話による照会への対応等、独自の

取組を行うこととしても差し支えない。

・ 都道府県は、インターネットを利用できない環

境にある住民・患者等に配慮し、インターネット

を通じた公表と併せて、都道府県担当部署等にお

いて、書面による閲覧又はＰＣ等のモニター画面

での表示等により、公表するものとする。

・ 都道府県は、インターネット及び書面による閲

覧又はＰＣ等のモニター画面での表示等による公

表のほか、電話による照会への対応等、独自の取

組を行うこととしても差し支えない。

③ 都道府県は、１の目的及び２の情報の取扱いに

ついて、薬局機能情報を公表する際に、インター

ネットを通じたシステム上で示すこととする。

・ 都道府県は、１の目的及び２の情報の取扱いに

ついて、薬局機能情報を公表する際に、インター

ネットを通じたシステム上で示すこととする。

④ 都道府県は、隣接する都道府県の公表する薬局

機能情報についても住民・患者等が活用できるよ

う、当該情報を公表しているホームページをリン

ク先として設定する等、適切な措置を講ずるよう

努めることとする。

（略）

・ 都道府県は、隣接する都道府県の公表する薬局

機能情報についても住民・患者等が活用できるよ

う、当該情報を公表しているホームページをリン

ク先として設定する等、適切な措置を講ずるよう

努めるものとする。

（略）
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６ 薬局による情報提供

都道府県は、薬局による情報提供に関して、薬局

開設者に対して、以下に掲げる事項について、適切

な指導・助言等を行うとともに、是正命令等を行う

ことにより、本制度の円滑な運営に努めることとす

る。

ア 薬局開設者は、薬局機能情報について都道府

県知事へ報告するとともに、当該薬局において

閲覧に供しなければならない。その際、書面に

よる閲覧に代えて、電磁的方法（電子メール、

インターネット、ＰＣ等モニター画面での表示、

ＣＤ－ＲＯＭ等の交付）による情報の提供を行

うことができる。

イ 薬局開設者は、住民・患者等からの当該薬局

の薬局機能情報に関する相談・照会等について、

適切に対応するよう努めるとともに、当該薬局

以外の薬局に対する相談・照会等があった場合

においても、適切に対応するよう努めることと

する。

６ 薬局による情報提供

・ 都道府県は、薬局による情報提供に関して、薬局

開設者に対して、以下に掲げる事項について、適切

な指導・助言等を行うことにより、本制度の円滑な

運営に努めることとする。

ア 薬局開設者は、薬局機能情報について都道府

県知事へ報告するとともに、当該薬局において

閲覧に供しなければならない。その際、書面に

よる閲覧に代えて、電磁的方法（電子メール、

インターネット、ＰＣ等モニター画面での表示、

ＣＤ－ＲＯＭ等の交付）による情報の提供を行

うことができるものとする。

イ 都道府県は、薬局開設者が薬局機能情報の提

供を適切に行っていない場合には、薬局開設者

に対して、適切に情報を提供するよう指導する

ことができるものとする。

ウ 都道府県は、薬局開設者に対して、当該薬局

において、住民・患者等からの薬局機能情報に

関する相談・照会等について、適切に対応する

よう努めるよう指導するとともに、患者から当

該薬局以外の薬局に対する相談・照会等があっ

た場合においても、適切な対応に努めるよう指

導されたい。
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「薬局機能に関する情報の報告及び公表にあたっての留意点について」（平成 19 年

３月 26 日付け薬食総発第 0326001 号厚生労働省医薬食品局総務課長通知)

新 旧

Ⅱ．報告にあたっての留意点

第1 管理、運営、サービス等に関する事項

1 基本情報

(2) 薬局開設者

薬局の開設者の氏名（ただし、法人にあっては、

名称及び代表者の氏名。株式会社等の表記を略さな

いこと。）を記載し、ふりがなを付記する。

Ⅱ．報告にあたっての留意点

第1 管理、運営、サービス等に関する事項

1 基本情報

(2) 薬局開設者

薬局の開設者の氏名とする。ただし、法人にあっ

ては、業務を行う役員のうち代表者の氏名を記載す

る。また、許可証(代表者の氏名については、規則第

1条に定める薬局開設の許可の申請書(以下単に「許

可申請書」という。)又は法第 10 条に定める変更の

届出(以下単に「変更届出」という。))と同じ表記と

し、ふりがなを付記する。

(3) 薬局の管理者

薬局の管理者の氏名とする。規則第 1条に定める

薬局開設の許可の申請書又は法第 10 条に定める変

更の届出と同じ表記とし、ふりがなを付記する。

(3) 薬局の管理者

薬局の管理者の氏名とする。許可申請書又は変更

届出と同じ表記とし、ふりがなを付記する。

(5) 電話番号及びファクシミリ番号

連絡が可能な電話番号及びファクシミリ番号を記

載すること。また、電話番号等が複数ある場合はそ

れぞれを併記して差し支えない。ただし、対応出来

ない時間帯等があるときはそれがわかるよう記載す

ること。

(5) 電話番号及びファクシミリ番号

通常の営業日及び営業時間において連絡が可能な

電話番号及びファクシミリ番号を記載すること。ま

た、電話番号等が複数ある場合はそれぞれを併記し

て差し支えない。営業時間外の対応や24時間対応を

行っている場合、あるいは夜間・休日営業の地域輪

番・当番制に参加している場合等は、その連絡先の

電話番号等を記載すること。ただし、携帯電話、PHS

等の電話番号は、記載しないこと。

(7) 開店時間

通常の開店時間を記載すること。ただし、開店時

間外の対応が可能な場合、あるいは夜間・休日営業

の地域輪番・当番制に参加している場合等は、その

内容等がわかるよう記載すること。

(7) 営業時間

通常の営業時間を記載すること。ただし、営業時

間外の対応や24時間対応が可能である場合、あるい

は夜間・休日営業の地域輪番・当番制に参加してい

る場合等は、その旨がわかるよう記載すること。

(8) 開店時間外で相談できる時間

開店時間外に電話等による相談対応が出来る場合

はその時間を記載すること。

（新設）

3 薬局サービス等

(1) 健康サポート薬局である旨の表示

「健康サポート薬局」である旨を掲載すること。

該当しない場合は「無」又は「－」等 を記載するこ

と。

3 薬局サービス等

（新設）

(2) 相談に対する対応の可否

健康相談、禁煙相談、誤飲・誤食による中毒相談

等対応可能な相談内容について記載すること。相談

項目を記載した上で可否を記載しても差し支えない

こと。

(1) 相談に対する対応の可否

通常、処方せん応需義務として行う場合の他、誤

飲・誤食による中毒相談、禁煙相談等、相談の事項

毎についての対応の可否を記載すること。

なお、時間外の相談に対する対応を実施する場合、

対応が可能な時間帯、連絡先(電話番号等)の情報を

併せて記載すること。

別添２
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(3) 対応することができる外国語の種類

外国語の対応が「可」の場合は、対応が可能な外

国語の種類について、対応のレベル(例えば、日常会

話レベル、母国語レベル等)を示すこと。

通常の営業日及び開店時間により、対応できない

曜日、時間帯等がある場合は、「曜日、時間帯等によ

り対応できない場合がある」等の旨を記載、又は具

体的に対応できない曜日、時間等を記載することが

望ましい。また、通常は外国語対応を行っていない

が、事前に連絡があれば対応可能な場合は、「事前に

連絡が必要」等の旨を記載すること。

(2) 対応することができる外国語の種類

外国語の対応が「可」の場合は、対応が可能な外

国語の種類について、対応のレベル(例えば、日常会

話レベル、母国語レベル等)を示すこと。

通常の営業日及び営業時間により、対応できない

曜日、時間帯等がある場合は、「曜日、時間帯等によ

り対応できない場合がある」等の旨を記載、又は具

体的に対応できない曜日、時間等を記載することが

望ましい。また、通常は外国語対応を行っていない

が、事前に連絡があれば対応可能な場合は、「事前に

連絡が必要」等の旨を記載すること。

(4) 障害者に対する配慮

具体的には、次に掲げるイ又はロの場合が考えら

れる。

イ 聴覚障害者に対するサービス内容

画面表示、文書又は筆談での服薬指導、手話通

訳での服薬指導等の対応の可否を記載する。

通常の営業日及び開店時間により、対応できな

い曜日、時間帯等がある場合は、対応できない曜

日、時間帯等を具体的に記載するか、「曜日、時

間帯等により対応できない場合がある」等の旨を

記載することが望ましい。また、通常は手話通訳

等での対応を行っていないが、事前に連絡があれ

ば対応可能な場合は、「事前に連絡が必要」等の

旨を記載すること。

(3) 障害者に対する配慮

具体的には、次に掲げるイ又はロの場合が考えら

れる。

イ 聴覚障害者に対するサービス内容

画面表示、文書又は筆談での服薬指導、手話通

訳での服薬指導等の対応の可否を記載する。

通常の営業日及び営業時間により、対応できな

い曜日、時間帯等がある場合は、対応できない曜

日、時間帯等を具体的に記載するか、「曜日、時

間帯等により対応できない場合がある」等の旨を

記載することが望ましい。また、通常は手話通訳

等での対応を行っていないが、事前に連絡があれ

ば対応可能な場合は、「事前に連絡が必要」等の

旨を記載すること。

(5)及び(6) (4)及び(5)

4 費用負担

(1) 医療保険及び公費負担等の取扱い

健康保険法(大正11年法律第70号)に基づく保険

薬局としての指定及び厚生労働大臣、都道府県知事

等により以下の法令等による各種指定を受けている

薬局である旨を記載する。

生活保護法(昭和25年法律第144号)、感染症の予防

及び感染症の患者に対する医療に関する法律(平成

10 年法律第 114 号)、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律(平成 17 年法律第

123号)、母子保健法(昭和40年法律第141号)、児

童福祉法(昭和22年法律第164号)、難病の患者に対

する医療等に関する法律(平成26年法律第50号)、

公害健康被害の補償等に関する法律(昭和 48 年法律

第 111 号)、戦傷病者特別援護法(昭和 38 年法律第

168号)、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律

(平成6年法律第117号)

4 費用負担

(1) 医療保険及び公費負担等の取扱い

健康保険法(大正11年法律第70号)に基づく保険

薬局としての指定を受けている場合は「有」とし、

指定を受けていない場合は「無」とすること。また、

厚生労働大臣、都道府県知事等により公的な保険の

指定を受けている薬局である旨を記載する。具体的

には、生活保護法(昭和25年法律第144号)、結核予

防法(昭和26年法律第96号)、戦傷病者特別援護法

(昭和38年法律第168号)、母子保健法(昭和40年法

律第 141 号)、公害健康被害の補償等に関する法律

(昭和48年法律第111号)原子爆弾被爆者に対する援

護に関する法律(平成6年法律第117号)及び障害者

自立支援法(平成17年法律第123号)に基づき指定を

受けた薬局であること。
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第2 提供サービスや地域連携体制に関する事項

1 業務内容、提供サービス

(1) 認定薬剤師(中立的かつ公共性のある団体により

認定され、又はそれらと同等の制度に基づいて認定

された薬剤師をいう。)の種類及び人数

薬事に関する実務(調剤等業務、薬物治療、医薬品

開発)について、中立的かつ公共性のある団体（公益

社団法人薬剤師認定制度認証機構等）又はそれらと同

等の制度に基づいて認定された薬剤師について、認定

の種類ごとに認定名称、認定団体名（公益社団法人薬

剤師認定制度認証機構による認定の場合は「（CPC）」

を付記）及び薬剤師の人数(常勤・非常勤にかかわら

ず実数)を記載する。ただし、保護司、麻薬乱用防止

指導員等公的な機関から任命されるものは除く。

第2 提供サービスや地域連携体制に関する事項

1 業務内容、提供サービス

(1) 認定薬剤師(中立的かつ公共性のある団体により

認定され、又はそれらと同等の制度に基づいて認定

された薬剤師をいう。)の種類及び人数

薬事に関する実務(調剤等業務、薬物治療、医薬品

開発)について、中立的かつ公共性のある団体により

認定され、又はそれらと同等の制度に基づいて認定さ

れた薬剤師について種類及び人数を記載する。具体的

には、記載した認定ごとにそれぞれ薬剤師の人数(常

勤・非常勤にかかわらず実数)を記載する。ただし、

保護司、麻薬乱用防止指導員等公的な機関から任命さ

れるものは除く。

(2) 薬局の業務内容

以下に示す条件に適合する場合について、記載する。

(i) 無菌製剤処理に係る調剤の実施の可否

中心静脈栄養輸液、抗悪性腫瘍注射剤等の混合調製

に関し、無菌製剤処理を行うための施設基準に適合し

ている旨を地方社会保険事務局に届け出ている場合

は「可」とし、それ以外の場合は「否」とすること。

なお、処方せん受付薬局が無菌調剤室提供薬局の無

菌調剤室の共同利用を行うことにより無菌製剤処理

を要する医薬品を調剤することができる場合におい

ては、処方せん受付薬局において、「可（○○薬局（無

菌調剤室提供薬局の名称及び所在地）の無菌調剤室を

共同利用）」として差し支えない。

(2) 薬局の業務内容

以下に示す条件に適合する場合について、記載する。

(i) 無菌製剤処理に係る調剤の実施の可否

中心静脈栄養輸液、抗悪性腫瘍注射剤等の混合調製

に関し、無菌製剤処理を行うための施設基準に適合し

ている旨を地方社会保険事務局に届け出ている場合

は「可」とし、それ以外の場合は「否」とすること。

(v) 薬局製剤実施の可否

薬局製造販売医薬品（薬局製剤）の製造販売業許可

を取得し、かつ、「医薬品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法律施行令第３条の

規定に基づき厚生労働大臣の指定する医薬品の有効

成分の一部を改正する件について」(平成27年３月31

日付け薬食発 0331 第１号厚生労働省医薬食品局長通

知)別表１の品目のいずれかに関し製造販売承認を受

けている場合に「可」とし、それ以外の場合（別紙２

の品目についてのみ製造販売の届出を行っている場

合を含む）は「否」とすること。

(v) 薬局製剤実施の可否

「薬局製剤の承認・許可に関する取扱いについて」

(昭和55年10月9日付け薬発第1337号厚生省薬務局

長通知)及び「薬局製造販売医薬品の取扱いについて

〔薬事法〕」(平成 17 年 3 月 25 日付け薬食審査発第

0325009 号厚生労働省医薬食品局審査管理課長通知)

に基づく394品目の薬局製剤のうち、385品目のいず

れかに関し薬局製剤の製造販売承認を受けており、か

つ製造販売業許可を受けている場合に「可」とし、そ

れ以外の場合は「否」とすること。ただし、承認不要

の9品目のいずれかについてのみ都道府県知事に製造

販売の届出を行っている場合は該当しない。

(3) 地域医療連携体制

(i) 医療連携の有無

医療連携の有無については、医療機関と連携し在宅

医療に取り組んでいる場合、又は、通常の営業日、開

店時間外の対応のため、周辺の薬局で構成する輪番制

に参加している場合は「有」とし、それ以外の場合は

「無」とすること。この場合、第１の１(7)開店時間

と併せて連絡先の電話番号、URL等を記載して差し支

えない。

(3) 地域医療連携体制

(i) 医療連携の有無

医療連携の有無については、医療機関と連携し在宅

医療に取り組んでいる場合、又は、通常の営業日、営

業時間外の対応のため、周辺の薬局で構成する輪番制

に参加している場合は「有」とし、それ以外の場合は

「無」とすること。この場合、「第1の1．(7)営業時

間」と併せて連絡先の電話番号、URL 等を記載して差

し支えない。
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別添

薬局機能情報提供制度実施要領

１ 目的

本要領は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭

和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）第８条の２の規定に基づき、医

療を受ける者が薬局の選択を適切に行うために必要な情報（以下「薬局機能情

報」という。）について、薬局開設者が都道府県知事に報告する事項及び方法、

都道府県による当該情報の公表方法等に関する具体的な実施方法等を示すこと

により、都道府県が実施する薬局機能情報提供制度の統一的かつ効率的な運営

を図り、住民・患者等による薬局の適切な選択を支援することを目的とする。

２ 情報の取扱い

本制度は、薬局開設者が薬局機能情報を当該薬局の所在地の都道府県知事（以

下単に「都道府県知事」という。）に対して報告し、都道府県知事は、原則、報

告を受けた薬局機能情報をそのまま公表するものとする。

薬局開設者は、薬局機能情報について、正確かつ適切な情報を提供するとと

もに、当該薬局において薬剤師等は、住民・患者等からの相談等に適切に応じ

るよう努めることとする。

また、薬局開設者は、既に都道府県知事に対して報告を行った薬局機能情報

について誤りがあることに気がついた場合、都道府県知事に対し速やかにその

訂正を申し出ることとし、当該都道府県知事は速やかに所要の是正措置を行う

ものとする。

３ 運営体制

（１）本制度は、各都道府県の薬務担当部局において運営することを基本とする

が、必要に応じて当該都道府県の他部局との連携を図ることとする。

（２）都道府県は、本制度について外部の法人等へ制度の実施に関する事務の一

部（調査票の送付・回収等）を委託する場合は、住民・患者等への情報提供

が円滑に行われるよう、運営に関して委託先と相互に緊密な連携・調整を図

ることとする。

平成 28年 2月 12日付け薬生発 0212第 10号

厚生労働省医薬・生活衛生局長通知による改正後
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（３）都道府県は、住民・患者等からの薬局機能情報に関する質問・相談及びそ

れに対する助言等については、患者からの照会に適切に対応できるよう、質

問・相談に関する窓口を設ける等、必要な措置を講じるよう努めることとす

る。

（４）都道府県において、住民・患者等からの薬局機能情報についての質問・相

談に応じ、助言等を行う場合においては、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３０条の４に規定する医療計画に基づく事業ごとの医療連携体制につ

いての情報提供も行うよう努めることとする。

（５）本制度は、都道府県が、薬局開設者より報告された薬局機能情報を公表す

ることを義務付けるものであるが、各都道府県において、救急・災害医療情

報を含む独自の情報提供体制により既に実施している場合には、当該情報提

供体制と別に本制度の実施を目的とした情報提供体制の整備を行うことを求

めるものではない。

（６）また、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律施行規則（昭和３６年厚生省令第１号。以下「規則」という。）別表第１に

掲げる事項以外の情報について、都道府県が薬局開設者に対して報告を求め、

公表することとしても差し支えなく、各都道府県が当該事項のほか、適切な

情報の提供を独自に行う場合は、積極的な運用を図られたい。

４ 薬局機能情報の報告

（１）薬局機能情報の報告時期

① 都道府県は、薬局開設者に対し、１年に１回以上、都道府県が定める期

日における規則別表第１に掲げる事項について報告を行わせるものとする。

② 都道府県は、薬局開設者が報告を行った規則別表第１に掲げる事項のう

ち、同表第１の項第１号に掲げる基本情報（ⅰ薬局の名称、ⅱ薬局開設者、

ⅲ薬局の管理者、ⅳ薬局の所在地、ⅴ電話番号及びファクシミリ番号、ⅵ

営業日、ⅶ開店時間、ⅷ開店時間以外で相談できる時間）及び同表第１の

項第３号に掲げる薬局サービス等のうち健康サポート薬局である旨の表示

の有無（以下「基本情報等」という。）について変更（誤記等の修正を含む。

以下同じ。）があった場合には、薬局開設者に対して速やかに変更の報告を

行わせるものとする。
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（２）薬局機能情報の報告方法

① 都道府県は、書面又は電子媒体による調査票の送付及び回収等、自らの

定める方法により、定期的に薬局開設者に対して薬局機能情報を報告させ

ることとする。

なお、調査表の様式については、各都道府県が定めるものとする。また、

２回目以降の報告方法については、前回報告のあった調査票の変更をもっ

て行うこととしても差し支えない。

② 薬局機能情報の変更の報告は次により行う。

ア 基本情報等については、薬局に係る重要な事項であるため、薬局開設

者に対して、当該基本情報等に変更があった時点で、各都道府県の定め

る方法により報告を行わせることとする。

なお、当該報告は、法第１０条の規定に基づく開設許可等の事項の変

更の届出とは別に行うものとする。

イ 規則別表第１に掲げる事項のうち、基本情報等以外の事項については、

規則第１１条の２に規定する報告（以下「定期的な報告」という。）に

併せて行わせることとする。また、当該事項について、住民・患者等に

よる薬局の選択に資するため、適切な情報を提供する観点から、都道府

県知事は、薬局開設者に対して、薬局機能情報に変更があった場合に、

定期的な報告に加えて随時報告させることとしても差し支えない。

ウ 都道府県において、薬局開設者が直接アクセスして薬局機能情報を変

更できるシステムを有する場合には、薬局機能情報の管理・運営の観点

から、都道府県は、①及び②ア、イの報告について、１月に１回以上を

基本に確認するものとする。

③ 規則別表第１に掲げる事項以外の情報についても、都道府県が独自の取

組により報告を受け、公表することとしても差し支えない。

（３）薬局機能情報の確認

① 都道府県知事は、薬局開設者から報告された薬局機能情報の内容につい

て、確認が必要と認める場合には、法第８条の２第４項に基づき、保健所

設置市・特別区を含む市町村その他の官公署に対し、当該薬局の機能に関
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する必要な情報の提供を求めることができる。

なお、保健所設置市・特別区は、所管する薬局において薬局機能情報と

異なる実態等を確認した場合は、速やかに都道府県に情報提供を行うよう

努めることとする。

② 都道府県知事は、薬局開設者が報告を行わない場合又は虚偽の報告を行

ったと認められる場合には、法第７２条の３に基づき、期間を定めて、薬

局開設者に対し、報告の要請又はその報告の内容の是正を行うよう命ずる

こと（以下「是正命令」という。）ができる。

③ 都道府県において、報告された薬局機能情報の全部又は一部について、

照会・確認等を行ったにもかかわらず、適切な応答がなされず内容の確認

ができない期間や、是正命令を行ってから是正がなされるまでの期間にお

いては、報告された情報のうち、真偽が未確認である情報について、公表

することを一時的に停止することは、本制度の目的からみて差し支えない

こととする。この場合において、未確認である当該情報については、照会

及び確認の過程である等の旨が住民・患者等に分かるよう所要の措置を講

ずることとする。

５ 薬局機能情報の公表

（１）薬局機能情報の公表時期

都道府県は、薬局開設者から４(１)①により報告された薬局機能情報につい

て、自らが定めた報告の期日から速やかに公表しなければならない。また、４

(１)②により報告された薬局機能情報についても、速やかに公表するものとす

る。

（２）薬局機能情報の公表方法

① 都道府県は、インターネットを通じ、薬局開設者から報告された薬局機

能情報を公表するものとする。インターネットを通じた情報の公表につい

ては、住民・患者等による薬局の選択に資するよう、必要な情報を抽出で

きる検索機能を有するシステムにより行うものとする。なお、わかりやす

く情報提供を行う観点から、規則別表第１に示されている各項目の順番を

変えて表示することは差し支えない。

② 都道府県は、インターネットを利用できない環境にある住民・患者等に
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配慮し、インターネットを通じた公表と併せて、都道府県担当部署等にお

いて、書面による閲覧又はＰＣ等のモニター画面での表示等により、公表

するものとする。また、都道府県が、電話による照会への対応等、独自の

取組を行うこととしても差し支えない。

③ 都道府県は、１の目的及び２の情報の取扱いについて、薬局機能情報を

公表する際に、インターネットを通じたシステム上で示すこととする。

④ 都道府県は、隣接する都道府県の公表する薬局機能情報についても住

民・患者等が活用できるよう、当該情報を公表しているホームページをリ

ンク先として設定する等、適切な措置を講ずるよう努めることとする。

この点に関し、都道府県は、隣接する他の都道府県より薬局機能情報に

関するリンクの設定等の依頼があった場合は、これに応じるよう努めるこ

ととする。

６ 薬局による情報提供

都道府県は、薬局による情報提供に関して、薬局開設者に対して、以下に掲

げる事項について、適切な指導・助言等を行うとともに、是正命令等を行うこ

とにより、本制度の円滑な運営に努めることとする。

ア 薬局開設者は、薬局機能情報について都道府県知事へ報告するとともに、

当該薬局において閲覧に供しなければならない。その際、書面による閲覧

に代えて、電磁的方法（電子メール、インターネット、ＰＣ等モニター画

面での表示、ＣＤ－ＲＯＭ等の交付）による情報の提供を行うことができ

る。

イ 薬局開設者は、住民・患者等からの当該薬局の薬局機能情報に関する相

談・照会等について、適切に対応するよう努めるとともに、当該薬局以外

の薬局に対する相談・照会等があった場合においても、適切な対応に努め

ることとする。
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薬食総発第 0326001号

平成１９年３月２６日

各 薬務主管部（局）長 殿

厚生労働省医薬食品局総務課長

薬局機能に関する情報の報告及び公表にあたっての留意点について

良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律

（平成１８年法律第８４号）による改正後の薬事法（昭和３５年法律第１４５号。

以下「法」という。）第８条の２の規定に基づき、薬局機能に関する情報について、

薬局開設者は都道府県知事に報告することが義務付けられ、その情報については、

当該薬局開設者及び都道府県知事が公表することとされたところです。

今般、薬事法施行規則の一部を改正する省令（平成１９年厚生労働省令第２８号）

（以下「改正省令」という。）を公布し、平成１９年４月１日より施行することと

なり、「薬事法施行規則の一部を改正する省令の施行について」（平成１９年３月２

６日付け薬食発第 0326024 号厚生労働省医薬食品局長通知)を通知したところです。

法第８条の２の規定に基づき、薬局開設者が都道府県知事に報告する改正省令によ

る改正後の薬事法施行規則（昭和３６年厚生省令第１号。以下「規則」という。) 別

表第１に掲げる事項の報告及び公表に当たっては、下記の諸点に留意されるようお

願いします。

記

Ⅰ．薬局機能に関する情報の考え方について

規則別表第１に掲げる事項（以下「事項」という。）に係る情報については、国

民の選択に資するために、原則、報告時点における実施等の可否若しくは有無等を

報告・公表するものであって、将来的な実施を想定した報告及び公表を求めるもの

ではないこと。当該事項については、薬局における業務の一部であり、当該事項以

外の情報について報告・公表する場合は、本通知による留意点を踏まえて実施する

こと。

また、事項の報告は、規則第１１条の２の規定に基づき都道府県知事が定める方

法により行うものであるが、報告にあたって薬局が記載する際の留意点をⅡ．に示

すので参考にされたい。当該事項については、実施の「可否」や「有無」を報告す

都 道 府 県 事

保 健 所 設 置 市

特 別 区
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る場合にあらかじめ定めた選択項目をチェックする方式（以下「選択方式」という。)

が考えられるが、自由に記載するようなその他の報告についても、可能なかぎり選

択方式による報告とすることは差し支えない。

なお、薬局開設者が事項に係る情報について、報告をしない場合、又は虚偽の報

告をした場合は、法第７２条の３に基づく指導の対象となることに留意すること。

Ⅱ．報告にあたっての留意点

事項に関する情報の報告にあたって、留意すべき点は、次のとおりである。

第１ 管理、運営、サービス等に関する事項

１ 基本情報

(１) 薬局の名称

薬局の名称については、規則第２条に定める薬局開設の許可証（以下単に「許

可証」という。) と同じ表記とし、ふりがな（ひらがな又はカタカナ。以下同

じ。）及びローマ字（ヘボン式。以下同じ。）を付記する。

なお、英語表記の名称がある場合はローマ字での表記に代えて差し支えない。

(２) 薬局開設者

薬局の開設者の氏名（ただし、法人にあっては、名称及び代表者の氏名。株

式会社等の表記を略さないこと。)を記載し、ふりがなを付記する。

(３) 薬局の管理者

薬局の管理者の氏名とする。規則第１条に定める薬局開設の許可の申請書又

は法第１０条に定める変更の届出と同じ表記とし、ふりがなを付記する。

(４) 薬局の所在地

薬局開設の許可証と同じ表記とし、ふりがな、郵便番号及び英語での表記を

付記する。

なお、薬局開設の許可証にビル名が表記されていない場合であっても、ビル

名を付記することは差し支えない。

(５) 電話番号及びファクシミリ番号

連絡が可能な電話番号及びファクシミリ番号を記載すること。また、電話番

号等が複数ある場合はそれぞれを併記して差し支えない。ただし、対応出来な

い時間帯等があるときはそれがわかるよう記載すること。

(６) 営業日

通常の営業日を記載すること。年末年始等の特別な時期における休業日等に

ついては、あらかじめ早めに報告・公表することが望ましい。
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(７) 開店時間

通常の開店時間を記載すること。ただし、開店時間外の対応が可能な場合、

あるいは夜間・休日営業の地域輪番・当番制に参加している場合等は、その内

容等がわかるよう記載すること。

(８) 開店時間外で相談できる時間

開店時間外に電話等による相談対応が出来る場合はその時間を記載するこ

と。

２ 薬局へのアクセス

(１) 薬局までの主な利用交通手段

利用交通手段のうち、主な手段を記載することとするが、以下の点に留意す

ること。

① 公共交通機関を利用した場合とし、最寄りの駅・停留所の名称、及び当該

駅や停留所からの徒歩による所要時間等を含むこと。

② 可能な限り、他の民間事業者や医療機関の建物を目印にしないこと。

③ 複数の交通手段を記載することは差し支えない。

④ 交通手段以外の事項は記載しないこと。

なお、①から④までに掲げる情報とともに、薬局周辺の地図を含めることは

差し支えない。

(２) 薬局の駐車場

(ⅰ) 駐車場の有無

薬局において所有する駐車場、又は契約等により薬局に訪れた患者等が自由

に使用できる駐車場を薬局において保有する場合は「有」とし、それ以外の場

合は「無」とすること。ただし、その他、最寄りに利用可能な有料駐車場等が

ある場合は、例えば、「最寄りに有料駐車場あり」等の旨を記載することが望

ましい。

なお、駐輪場の有無に関する情報を記載する場合は、その旨を明記すること。

(ⅱ) 駐車台数

(ⅰ)の駐車場について、駐車可能な普通乗用車の台数を記載する。

(ⅲ) 有料又は無料の別

(ⅰ)の駐車場について、有料又は無料の区別を記載する。

(３) ホームページアドレス

薬局においてホームページを開設している場合は、ホームページアドレス

（以下「URL」という。) を記載する。また、当該ホームページが有料である

場合には、その旨がわかるよう必要な情報を記載する。ただし、薬局の従業者

個人のホームページなど、薬局機能に関する情報以外の内容を主として提供す
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る URLは含まないこと。

なお、同一のホームページに複数の薬局の情報が含まれる場合は、各薬局の

情報が適切に閲覧できるよう配慮するものであること。

(４) 電子メールアドレス

患者や住民が連絡、相談等を行うことのできる専用の電子メールアドレスを

薬局において有しており、当該電子メールアドレスによる対応を行う場合は、

その電子メールアドレスとする。

ただし、薬局の従業者個人の電子メールアドレス、薬局において業務以外に

使用する等の電子メールアドレスは含まれないこと。

３ 薬局サービス等

(１) 健康サポート薬局である旨の表示

「健康サポート薬局」である旨を掲載すること。該当しない場合は「無」又

は「－」等を記載すること。

(２) 相談に対する対応の可否

健康相談、禁煙相談、誤飲・誤食による中毒相談等対応可能な相談内容につ

いて記載すること。相談項目を記載した上で可否を記載しても差し支えないこ

と。

(３) 対応することができる外国語の種類

外国語の対応が「可」の場合は、対応が可能な外国語の種類について、対応

のレベル(例えば、日常会話レベル、母国語レベル等)を示すこと。

通常の営業日及び開店時間により、対応できない曜日、時間帯等がある場合

は、「曜日、時間帯等により対応できない場合がある」等の旨を記載、又は具

体的に対応できない曜日、時間等を記載することが望ましい。また、通常は外

国語対応を行っていないが、事前に連絡があれば対応可能な場合は、「事前に

連絡が必要」等の旨を記載すること。

(４) 障害者に対する配慮

具体的には、次に掲げるイ又はロの場合が考えられる。

イ 聴覚障害者に対するサービス内容

画面表示、文書又は筆談での服薬指導、手話通訳での服薬指導等の対応の

可否を記載する。

通常の営業日及び開店時間により、対応できない曜日、時間帯等がある場

合は、対応できない曜日、時間帯等を具体的に記載するか、「曜日、時間帯

等により対応できない場合がある」等の旨を記載することが望ましい。また、

通常は手話通訳等での対応を行っていないが、事前に連絡があれば対応可能

な場合は、「事前に連絡が必要」等の旨を記載すること。

ロ 視覚障害者に対するサービス内容
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薬袋・薬剤への点字表示（シール等）、服薬指導に用いる文書の点字によ

る作成、音声案内等を実施している場合は、その旨についてそれぞれ記載す

ること。

(５) 車椅子の利用者に対する配慮

バリアフリー構造であること等、車椅子での来局が可能な場合は「可」とし、

それ以外は「否」とすること。

この場合、①スロープ、②手すり、③身体障害者用トイレ、④車椅子利用者

用駐車場、⑤点状ブロック、⑥昇降機等について、それぞれ有無を記載するこ

とは差し支えない。

なお、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成１８

年法律第９１号)に基づく基礎的基準に適合している場合は、バリアフリー対

応済みである旨記載する。

(６) 受動喫煙を防止するための措置

具体的には、「全面禁煙」、「喫煙所設置」、「未実施」のいずれかを記載する

こと。

全面禁煙の場合とは、薬局内（建物外を除く。）で、患者が利用する場所が

全て禁煙である場合とする。喫煙所設置の場合とは、喫煙室又は喫煙コーナー

でのみ喫煙を認め、それ以外の患者が利用する場所が全て禁煙であって、喫煙

室等がその他の区域と隔離されている場合とし、禁煙区域及び喫煙区域の広さ

は問わない。

４ 費用負担

(１) 医療保険及び公費負担等の取扱い

健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく保険薬局としての指定及び

厚生労働大臣、都道府県知事等により以下の法令等による各種指定を受けてい

る薬局である旨を記載する。

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）、感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）、

母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）、児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）、

公害健康被害の補償等に関する法律（昭和４８年法律第１１１号）、戦傷病者

特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）、原子爆弾被爆者に対する援護に関

する法律（平成６年法律第１１７号）

(２) クレジットカードによる料金の支払の可否

薬局への費用の支払いについては、クレジットカードが使用可能な場合は

「可」とするとともに利用可能な種類を記載する。
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第２ 提供サービスや地域連携体制に関する事項

１ 業務内容、提供サービス

(１) 認定薬剤師（中立的かつ公共性のある団体により認定され、又はそれらと同

等の制度に基づいて認定された薬剤師をいう。）の種類及び人数

薬事に関する実務（調剤等業務、薬物治療、医薬品開発）について、中立的

かつ公共性のある団体（公益社団法人薬剤師認定制度認証機構等）又はそれら

と同等の制度に基づいて認定された薬剤師について、認定の種類ごとに認定名

称、認定団体名（公益社団法人薬剤師認定制度認証機構による認定の場合は

「（CPC）」を付記）及び薬剤師の人数（常勤・非常勤にかかわらず実数）を記

載する。ただし、保護司、麻薬乱用防止指導員等公的な機関から任命されるも

のは除く。

(２) 薬局の業務内容

以下に示す条件に適合する場合について、記載する。

(ⅰ) 無菌製剤処理に係る調剤の実施の可否

中心静脈栄養輸液、抗悪性腫瘍注射剤等の混合調製に関し、無菌製剤処理を

行うための施設基準に適合している旨を地方社会保険事務局に届け出ている

場合は「可」とし、それ以外の場合は「否」とすること。

なお、処方せん受付薬局が無菌調剤室提供薬局の無菌調剤室の共同利用を行

うことにより無菌製剤処理を要する医薬品を調剤することができる場合にお

いては、処方せん受付薬局において、「可（○○薬局（無菌調剤室提供薬局の

名称及び所在地）の無菌調剤室を共同利用）」として差し支えない。

(ⅱ) 一包化薬に係る調剤の実施の可否

一包化調剤が可能な場合は「可」とする。それ以外の場合は、原則「否」と

するが、薬局の任意で薬包紙により個別に実施する場合においては「可」と記

載して差し支えない。

(ⅲ) 麻薬に係る調剤の実施の可否

麻薬小売業者免許を有する場合に「可」とし、それ以外の場合は「否」とす

ること。

(ⅳ) 浸煎薬及び湯薬に係る調剤の実施の可否

生薬（漢方を含む。) の浸煎薬・湯薬を調剤することができる場合に「可」

とし、それ以外の場合は「否」とすること。

(v) 薬局製剤実施の可否

薬局製造販売医薬品（薬局製剤）の製造販売業許可を取得し、かつ、「医薬

品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律施行令第３条

の規定に基づき厚生労働大臣の指定する医薬品の有効成分の一部を改正する

件について」（平成２７年３月３１日付け薬食発 0331第１号厚生労働省医薬食

品局長通知）別表１の品目のいずれかに関し製造販売承認を受けている場合に

「可」とし、それ以外の場合（別紙２の品目についてのみ製造販売の届出を行
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っている場合を含む）は「否」とすること。

(ⅵ) 医療を受ける者の居宅等において行う調剤業務の実施の可否

医療を受ける者の居宅等において医師又は歯科医師が交付した処方せんに

より調剤業務を行う場合で、在宅患者訪問薬剤管理指導を行う旨を地方社会保

険事務局に届出を行っている場合に「可」とし、それ以外の場合は「否」とす

ること。

(ⅶ) 薬剤服用歴管理の実施の有無

薬剤服用歴（以下「薬歴」という。）を管理している場合は「有」とし、そ

れ以外の場合は「無」とすること。薬歴の管理について電子化を実施している

場合は、「薬歴管理（電子化）」等と記載しても差し支えない。

(ⅷ) 薬剤情報を記載するための手帳の交付の可否

調剤日、投薬に係る薬剤の名称、用法、用量、相互作用その他服用に際して

注意すべき事項を記載する手帳（いわゆる「お薬手帳」)の交付及び当該手帳

への記載を行っている場合に「可」とし、それ以外の場合は「否」とすること。

(３) 地域医療連携体制

(ⅰ) 医療連携の有無

医療連携の有無については、医療機関と連携し在宅医療に取り組んでいる場

合、又は、通常の営業日、開店時間外の対応のため、周辺の薬局で構成する輪

番制に参加している場合は「有」とし、それ以外の場合は「無」とすること。

この場合、第１の１(７)開店時間と併せて連絡先の電話番号、URL 等を記載し

て差し支えない。

(ⅱ) 地域住民への啓発活動への参加の有無

啓発活動への有無については、地域住民に対して、地区薬剤師会等が地域住

民に対して開催している薬の特性や適正使用の必要性等に関する講習会、学校

教育等の啓発活動へ参加等を行っている場合については「有」とし、それ以外

の場合は「無」とすること。

２ 実績、結果等に関する事項

(１) 薬局の薬剤師数

薬事に関する実務に従事する薬剤師の数を記載する。記載にあたっては、「薬

局等の許可等に関する疑義について（回答）」（平成１１年２月１６日付け医薬

企第１６号厚生省医薬安全局企画課長通知）」記１「薬剤師の員数の解釈につ

いて」によるものとする。

なお、この場合、端数は切り捨てるものとする。

(２) 医療安全対策（医薬品の使用に係る安全な管理のための責任者の配置の有無）

薬局における医薬品の使用に係る安全な管理の確保のために、医薬品に係る

安全管理責任者を配置していることをもって「有」と記載する。なお、その他

法の規定に基づいて実施する医薬品の業務に係る医療の安全を確保するため
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の措置に関する情報を記載して差し支えない。

(３) 情報開示の体制

調剤録、薬歴、レセプト等の情報について患者本人からの求めに基づいて情

報開示する場合には「可」とし、それ以外の場合は「否」とすること。

(４) 症例を検討するための会議等の開催の有無

薬歴、服薬指導等の実践に基づく服薬遵守（コンプライアンス）の状況等の

確認、指導内容の改善、相談対応等の改善を目的とした検討を定期的に実施し

ている場合は「有」とし、それ以外の場合は「無」とすること。

(５) 処方せんを応需した者の数（患者数）

前年に処方せんを応需した延べ患者数を記載する。ただし、報告及び公表方

法については実数又は概数のいずれかの方法を用いることとして都道府県が

定めることとして差し支えない。

(６) 患者満足度の調査

(ⅰ) 患者満足度の調査の実施の有無

報告する時点から遡って過去1年以内に薬局に来訪した患者又はその家族に

対し、当該薬局の提供するサービス等に関してアンケート等の調査を行った場

合は「有」とし、それ以外の場合は「無」とすること。

(ⅱ) 患者満足度の調査結果の提供の有無

(ⅰ)の調査結果について、薬局において閲覧出来るようにする等、公表を行

っている場合は「有」とし、それ以外の場合は「無」とすること。


